DMCAにおける不実表示条項の形骸化に起因するフェアユースの矮小化とそれに対する法律解釈及び政策的観点からの提案　―Lenz v. Universal Music Corpを通じて― by 大竹 由季絵
米国議会は1998年にDMCA（Digital Millennium 
Copyright Act）においてノーティスアンドテイ
クダウン及び不実表示に対する損害賠償責任を定
めた．ノーティスアンドテイクダウンの制定によ
り著作権者は侵害コンテンツの早急な削除が可能
となり，他方プロバイダはユーザーによる著作権
侵害行為の責任を免れることが可能となった．ま
た不実表示に対する損害賠償責任の制定はノー
ティスアンドテイクダウンにおける通知の濫用を
抑止できるかのように思われた．
しかし，2008年にLenz v. Universal Music Corp., 
572 F. Supp. 2d 1150（N. D. Cal. 2008）（Lenz
Ⅰ）が生じる．この事件はラジオに合わせて踊る
赤ん坊の動画が動画共有サイト YouTubeから削
除されたのを理由に訴訟となった．DMCA下で
は，ほんの29秒の騒がしい動画でさえ著作権侵害
として削除されてしまう．この事件を通じて
DMCAの不実表示条項がノーティスアンドテイ
クダウンの通知の濫用を抑止できないことが明ら
かになった．Lenz事件は今もなお係争を続け，直
近では 2016 年 3 月に連邦控訴裁判所で争われた
（815 F. 3d 1145 （9th Cir. 2016）（LenzⅡ）．
本稿は，Lenz事件を中心にDMCAの運用実態
を分析することで，DMCA下でのフェアユースの
矮小化を明らかにし，その矮小化を阻止するため
の法律解釈と政策的観点からの提案を行うもので
ある．以下，各章の概要について述べる．
第一章では，DMCAのノーティスアンドテイク
ダウン及び不実表示条項を詳細に述べた．ノー
ティスアンドテイクダウンが「真摯な確信（good 
faith belief）」を要件としているが為，客観的根
拠がなくても単に主観的に「真摯な確信」を持っ
たと主張することで，通知の濫用を行う可能性が
あることを指摘しつつ，このような権利の濫用を
防止するために，不実表示条項が制定された事実
を明らかにした．
第二章では，第三章で紹介する裁判例をより理
解するために，米国著作権法をフェアユース法理
に焦点をあてて簡潔に紹介した．
第三章では，不実表示条項と関連する 4つの裁
判例の分析を行った．LenzⅠが削除通知前のフェ
アユース分析を必要としたことで，ユーザーの権
利は保護されるようにみえた．しかし続く Lenz
DMCAにおける不実表示条項の形骸化に起因する 
フェアユースの矮小化とそれに対する 
法律解釈及び政策的観点からの提案
― Lenz v. Universal Music Corpを通じて―
大 竹　由季絵＊
＊　おおたけ　ゆきえ　　総合政策研究科総合政策
専攻博士課程前期課程修了
大学院研究年報　第21号　2018年 2 月
BOG21P_B007-B008_01-03_CS6.indd   7 2018/02/05   17:36
Ⅱでは，不十分なフェアユース分析でも「真摯な
確信」を持ったと評価する余地を残した．そのた
め削除通知前のフェアユース分析を必要とした
LenzⅠの決定が実質的に意味のないものになり
つつある．
第四章では，政策形成過程上の問題点を明らか
にするために，集団規模・資金力・無体物という
観点から著作権政策をみた．加えて，集団が自己
利益を反映させようと集団行為を試みるために必
要な「誘因（incentive）」という観点から，不適
切な著作権教育の問題点を指摘した．
第五章では，適切な不実表示条項の解釈を明ら
かにするために，第一に，主観基準説と客観基準
説を比較・検討し客観基準説が望ましいという結
論に至ったところで，客観基準説を「知り得べき
であった」説，「明白なフェアユース」説，無謀・
手続重視説の 3つに分けて検討した．その際，第
四章で明らかとなった政策形成過程上の問題を加
味した．結論としては「明白な侵害」コンテンツ
以外を削除する場合には，不実表示条項の「故意」
を客観基準と解釈することを提案した．第二に，
YouTubeが採用しているコンテンツ IDの問題点
を指摘し，クラウド・ソーシングを用いた判断主
体の転換を提案した．
以上の検討から，本稿は DMCAの不実表示条
項の形骸化によってフェアユースが矮小化してい
ることを踏まえ，法律解釈として「明白な侵害」
コンテンツ以外を削除する場合には，不実表示条
項の「故意」を客観基準と解釈すべきであること，
そして政策的観点からユーザーの権利保護にはク
ラウド・ソーシングを用いた判断主体の転換が望
ましいと結論付けた．
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